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1.  課題の認識

　本学は、2016 年度に教職大学院の開設と同時に教
員研修の改善に取り組んできた。取り組みの柱のひと
つは、和歌山市教育委員会と連携した初任者研修にお
ける履修証明プログラムを開発・実施・改善、もう一
つは校内研修支援を通じて学びのサイクルの生成であ
る。これらの成果をもとに、2019 年度には、拠点校
指導教員及び校内指導教員研修のプログラムを開発・
実施するなど、育成指標に対応した体系的な研修プロ
グラムの開発を行い、「出前講座」として研修を実施
した。
　このように現職研修に取り組む中で、和歌山県の学
校現場でも、教員も管理職も研修の重要性への認識は
高まってきているが、「教員の多忙化」の中で時間の
確保に困難を感じており、とくに学校を離れることの
困難さは大きいものがある。そうした実態を捉えて、
和歌山県教育委員会では和歌山県教育センター学びの
丘の「きのくに e ラーニング」などで e-learning に活
用できる動画配信システムやコンテンツの開発を進め
てきた。しかしながら、そうした方法では学習意欲を
維持することや双方向の学習を成立させることに課題
が残っている。

　そこで、これまでの本学の取組みや成果、また大学
の人的・物的資源を活用し、オンライン同時双方向会
議システムを利用した遠隔授業、対面授業、web 教
材による自学、グループ学習やリサーチといった方法
を内容に応じてミックスし、最適化を図ったブレン
ディッド・ラーニングによる授業展開を開発し、その
科目群から履修証明プログラムを構成することをゴー
ルとして取組むこととした。
　これにより、次のようなメリットがあると考える。
和歌山県の地理的課題でもあった「移動」については、
その回数を減少させることができ、参加者の増加、と
りわけ、これまで学校現場を離れることが難しかった
管理職やミドル・リーダーも参加することが可能にな
る。
　また、オンラインによる遠隔授業によって物理的
距離を超えた「つながり」の維持が容易になるとと
もに、従前のワークショップやロールプレイング等
を直接対面授業で行うことで実感の共有が保持でき
る。これらの特性を活かして学びを展開することに
より、学習者の意欲や共学の一体感を向上させ、さ
らに学習者の学びのネットワークの構築に寄与す
る。
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中学校 日本 87.0％ 67.1％ 60.7％ 57.3％ 46.3％ 38.1％ 30.7％ 
前回調査 86.4％ 62.4％ 62.1％ 59.5％ 38.0％ 37.3％ 26.7％ 
参加平均 52.5％ 37.6％ 42.9％ 32.4％ 48.6％ 36.3％ 12.0％ 

小学校 日本 84.3％ 71.1％ 61.1％ 56.9％ 43.6％ 37.4％ 30.6％ 
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2.  教員研修の現状

2. 1.  ネット環境を利用した現職研修の実態
　表 1、2 は、文部科学省による教員研修実施状況調
査（2018 年度）からの抜粋である。法定研修である
初任者研修と中堅教諭等資質向上研修について、タブ
レット利用は 10％程度で、遠距離システムを利用に
ついては、2％台にとどまっている。「オンライン上で
の講座やセミナー」への参加は、OECD 国際教員指
導環境調査（2018）においても中学校教員で参加国平
均 37.9％に対して 9.4％と最も低い。小学校教員でも
8.1% で最下位から 2 番目の低さである。ただし、校
長については、中学校 15.9％、小学校では 10.1％とな
り、順位は若干改善する 4）。

2. 2.  教員研修参加の障壁
　OECD 国際教員指導環境調査（2018）によると、
表 3 のように日本の教員が研修参加の障壁として「日
程」、「家庭」、「費用」、「雇用者からの支援」が半数を
超えている。参加国との差が最も開いているのは「日
程」である。当該調査では「教員の仕事時間」につい
ても調査しており、小中ともに参加国で最長一週間あ
たり中学校 56.0 時間、小学校 54.4 時間である 5）。学
校での仕事時間が長いことと研修の障害として「日程
が合わない」や「家庭でやらなくてはならないことが
ある」と回答していることとの関係性を考えてみるべ
きではないだろうか。学習指導要領が改訂され「学び
方改革」のために教師の研修がより求められている一
方で、働き方改革が進められようとしている。どちら
も教師にとって重要なことであるとすれば、時間を効
率よく使って効果的な研修をどのように行うか、が検
討されるべきある。

2. 3.  資格取得のための研修
　当該調査では、「職能開発の形態」についても調査
している。その項目に「公式な資格取得プログラム」
がある。中学校教員では 6.2％（参加国平均 17.9％）、
小学校教員では 7.5%、校長では 0.2％（参加国平均
17.9％）であり、最下位群に属する 6）。日本の場合、
免許の上申制度をとっていないことに起因すると考え
られる。
　このことは、当該調査の「教員の最終学歴」にも
表れており、「修士レベル」の学歴を有する教員は、
中学校教員では 10.6％（参加国平均 40.7％）、小学
校教員では 5.5%、中学校長では 11.7％（参加国平均
57.3％）、小学校長では 10.1％である。校長については、
修士レベル以上の学歴を資格要件としている国もある
ことから、中学校長で 9 割を超える国が 7 か国、小学
校長では、8 割を超える国が韓国と台湾の 2 か国ある。
しかし日本の中学校長では、1 桁であるブラジル、ベ

トナム、カザフスタン、サウジアラビア、に続く下位
である 7）。
　日本では、教員の修士レベル化や免許の上申（修士
レベルの学位を基礎資格とするなど）を求める動きが
あったが、教職大学院を創設・拡大する中で、「教職
大学院の研修機能強化」が強く求められるようになっ
ている。2015 年 12 月の中教審答申には、「教職大学院
については、（中略）　高度専門職業人としての教員養
成モデルから、その中心に位置付けることとし、現職
教員の再教育の場としての役割に重点を置き」、「教職
大学院について、履修証明制度や科目等履修制度の活
用等により現職教員が学びやすい仕組みのための環境
を整備する」ことや「管理職コースの設置」が求めら
れている 8）。免許の上申や校長職の資格要件がない中
で、さらに多忙化による働き方改革が迫られている現
状において、どのようなシステムがよりよい教員研修
を創り出すことができるのか、本学においても教職大
学院設置以来、常に検討を加えてきたところである 9）。

3.  ブレンディッド・ラーニング

3. 1.  教員研修への手法導入の背景
　本学教職大学院は、初任者研修を履修証明プログラ
ム化し、2 年間受講することによって、専修免許状に
必要な 15 単位 10）を取得可能にした。初任者研修では、
月 1 回程度の校外で集合研修という形態の研修行われ
るのが一般的である。受講方法は、この集合研修を教
職大学院で行うほか、夏季休業中の集中講義、月 2 回
程度の勤務校への訪問指導を組み合わせた。しかし、
限られた日程の中で 1 科目 15 コマの受講時間を確保
することは非常に困難であり、また初任者にとって
ハードなスケジュールとならざるを得ない。先述した
ように教員研修においてオンラインを活用した研修は
ほとんど受け入れられていない状況のなか、従来の対
面型授業の方法ではこれ以上の効率化は困難である。
　しかし、コロナ禍で 2020 年 4 月からの遠隔授業が
小学校から大学に至るまで早急に広まっていった。こ
のことにより、学校現場や教師だけでなく、教員養成
に関わる大学教員のオンラインへの認識に変化が生じ
た。実際に本学教職大学院でも、5 月に授業を再開し
たが、前期授業のすべてをオンラインまたはオンデマ
ンドで実施した。当初、授業実践に関わる授業などの
担当者からは、「対面でなければ理解できない、指導
できない」といった意見が出された。しかしオンライ
ン授業の必要に迫られる中で、既録画の授業の編集な
どによって教材作成・配信し、テレビ会議システムを
用いた同時双方向型授業などを組み合わせ、さまざま
な科目をオンラインで実施した。その経験からわれわ
れ大学教員の「実践的資質能力の向上のための科目は
オンラインに適さない」との認識が、1 つの科目のな



ブレンディッド・ラーニングを用いた教員研修（1）

60

かで、オンラインに適する内容、オンラインでも可能
な内容、オンラインに適さない内容があるとの認識に
変化したのである。
　初任者研修における最大の課題であった時間の確保
と効率的な学びに応えるためには、教員研修にブレン
ディッド・ラーニングの手法を取り入れることがその
解決につながるのではないか、その最適化を実践的に
研究する必要があるのではないか、という考えに至っ
た。

3. 2.  オンライン学習の課題
　そこで、まずオンライン学習における課題について
みる。現職教員に対する eLearning プログラムの開発
を行っている益子は、オンライン学習においては、「一
人で学習している感覚が大きくなると学習が阻害され
ること」、それには「『存在感』が重要である」ことを
指摘している。本実践研究において目的としている「学
習者の意欲と共学の一体感」は益子のいうところの「存
在感」とは共通する観点であるといえよう。
　さらに益子は、Rourke と Swan によるオンライン
学習における存在感とインタラクションの関係の整理
を引いて、「社会的存在感（他の学習者とのインタラ
クション）」「認知的存在感（コンテンツとのインタラ
クション）」「教授者の存在感（インストラクタとのイ
ンタラクション）」の 3 種類の「存在感」を学習者が
形成できるように「メディアの組み合わせや教育方法
を提供することが重要」であることに言及し、そのた
めには、「対話支援」、「コンテンツ選択」、「雰囲気設定」
の考慮が必要であるとしている 11）。
　本実践研究では「コンテンツ選択」については、3. 1.  
で前述したように、オンデマンドでの自己学習に向く
内容を選択して行うため、よりオンデマンドに適する
ように形態を工夫する等の点は残されているが、「コ
ンテンツ選択」についての考慮はすでに組み込まれて
いる。そこで、「対話支援」と「雰囲気設定」につい
てどのように考慮するべきか、が課題となる。その考
慮が今回の実践研究における「対面授業をどのように
設計・配置するのか」にあたるブレンディッドの「最
適化」である。

3. 3.  ブレンディッド・ラーニングのモデル分類
　学習環境・方法のどのようなブレンディッドがある
のか。ホーンによるとブレンデッド・ラーニングのモ
デルとして、ローテーション、フレックス、アラカル
ト、通信制教育の大きく 4 つが示されている。さらに、
ローテーション内の小分類として、ステーション・ロー
テーション、ラボ・ローテーション、反転授業、個別
ローテーションに分けられている 12）。
　本実践研究では、オンライン同時双方向会議システ
ムを利用した遠隔授業・対面授業・web 教材による

自学、グループ学習やリサーチといった授業展開を予
定している。オンデマンド型授業の時には、受講者が
各自の都合に合わせて学習することができる。基本的
には、ステーション・ローテーションにあたると考え
る。
　

4.  プレンティッド・ラーニング手法による科目開発

4. 1.  研究計画
　本実践的研究計画は以下の通りである。

【目的】オンライン同時双方向会議システムを利用し
た遠隔授業・対面授業・web 教材による自学、グルー
プ学習やリサーチといった方法の組み合わせの最適化
を図った科目群を開発する。

【対象科目】既開発した現職研修のコンテンツ、教員
免許状更新講習科目、新たなコンテンツ開発

【検証方法】開発した科目について、公募した県内公
立学校の教員による試験的受講を行い、アンケートを
実施し、学習状況の実態把握を行う。

4. 2.  最適化実験計画
　最適化のフレームワークを変えて行うため、科目の
試験的受講の実施は、2 期に分けて行うこととした。
第 1 期の実施科目は、「生徒指導力・学級経営 UP 講座」

「若手教員への指導力 UP 講座」、「道徳教育」、「GIGA
スクールにおける授業実践“導入”講座」、「新学習指
導要領に対応した新しい道徳授業実践講座」、「学校の
安全 UP 講座」の 5 講座とした。
　5 講座は、web 教材によるオンデマンドでの自己学
習とオンライン同時双方向会議システムを利用した遠
隔授業や対面授業を組み合わせ、5 コマとして設計し
た。
　第 1 期の実施では、特に次の 2 点が検証の中心とな
る。ひとつは、オンデマンドによる学習については、
本時の目標や学ぶべき事項・課題の提示、及びその理
解度の確認が重要となる。その対応として、遠隔授業
や対面授業をどのように設計・配置するのか。2 つめ
は、教員研修では、受講者の課題の共有や成果の共有
が非常に重要となることから、その場をどのように設
けるのか。
　第 2 期については、第 1 期の結果を受けて変更する
ことがあるが、受講者同士のグループ学習を取り入れ
たものを予定している。
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